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新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった 

事業用自動車（バス）の定期点検について（適用期間の終了） 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自動車（バ

ス）の定期点検については、令和２年３月３１日付け国自安第２１５号、国自旅第３

３３号、国自整第３５７号により、休車期間等の必要事項を記載したリストを管轄す

る地方運輸支局輸送担当部門に提出することで定期点検実施の義務はかからないも

のとし、休車期間を満了した際には、３ヶ月点検を行い必要な整備を行った上で稼働

を再開させることを通知し、その取扱いを、令和５年３月１３日付け国自安第１４２

号、国自旅第３５９号、国自整第１９０号により令和５年６月３０日まで延長してい

るところである。 

今般、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律

第 114 号）」における「新型コロナウイルス感染症」の位置づけが５類感染症となっ

たことを踏まえ、本取扱いを下記の通りとするので了知されるとともに、バス協会非

加盟事業者に対して周知されたい。 

なお、関係団体あて、別添のとおり通知していることを申し添える。 

 

記 

 



１．本取扱いの適用期間及び休車対象車両の追加について 

本取扱いの適用期間は、令和６年３月３１日までとする。なお、現在、管轄す

る地方運輸支局輸送担当部門に対し「車両の登録番号等、休車期間及び休車開始

時の総走行距離」を記載したリストを提出することにより、当該車両の定期点検

実施の義務を免除しているところであるが、令和５年７月１日以降、当該リスト

への車両の追加を受け付けないこととする。 

また、適用期間終了に際して、事業者に対し、リストの更新（局への連絡）は

求めないものとする。 

 

２．適用期間終了までの休車車両に対する措置について 

本取扱いの適用を受けている全ての車両（適用期間終了の日までに抹消登録する

ものを除く。）について、適用期間終了の日までに整備管理規程に基づいた必要な点

検整備（３月点検又は１２月点検等）を計画的に実施すること。この場合において、

長期間稼働しなかった車両については予期せぬトラブルが発生することも考慮し

た上で確実に実施すること。 

 

以上 

別添：バス協あて通知文 
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新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった 

事業用自動車（バス）の定期点検について（適用期間の終了） 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自動車の

定期点検については、令和２年３月３１日付け国自安第２１５号、国自旅第３３３号、

国自整第３５７号により、休車期間等の必要事項を記載したリストを管轄する地方運

輸支局輸送担当部門に提出することで定期点検実施の義務はかからないものとし、休

車期間を満了した際には、３ヶ月点検を行い必要な整備を行った上で稼働を再開させ

ることを通知し、令和５年３月１３日付け国自安第１４２号、国自旅第４９３号、国

自整第２５６号により、その取扱いを令和５年６月３０日まで延長しているところで

す。 

今般、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律

第 114 号）」における「新型コロナウイルス感染症」の位置づけが５類感染症となっ

たことを踏まえ、本取扱いを下記の通りとしますので了知されるとともに、貴会傘下

会員に対して周知願います。 

なお、各地方運輸局及び沖縄総合事務局宛、別添のとおり通知していることを申

し添えます。 

 
記 

 

別 添 



１．本取扱いの適用期間及び休車対象車両の追加について 

本取扱いの適用期間は、令和６年３月３１日までとする。ただし、現在、管轄

する地方運輸支局輸送担当部門に対し「車両の登録番号等、休車期間及び休車開

始時の総走行距離」を記載したリストを提出することにより、当該車両の定期点

検実施の義務を免除しているところであるが、令和５年７月１日以降、当該リス

トへの車両の追加を受け付けないこととする。 

また、適用期間終了に際して、事業者に対し、リストの更新（局への連絡）は

求めないものとする。 

 

２．適用期間終了までの休車車両に対する措置について 

本取扱いの適用を受けている全ての車両（適用期間終了の日までに抹消登録す

るものを除く。）について、適用期間終了の日までに整備管理規程に基づいた必要

な点検整備（３月点検又は１２月点検等）を計画的に実施すること。この場合に

おいて、長期間稼働しなかった車両については予期せぬトラブルが発生すること

も考慮した上で確実に実施すること。 

 

以上 

 

別添：地方運輸局及び沖縄総合事務局あて通知文 

  


